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利用者ニーズと、我が国の経済の発展、地方の活性化、諸外国との交流拡大等に伴う交通量の増大
に対応するため、事故低減など安全を確保しつつ、空域混雑の解消、効率的な運航を図ることが求
められている。

航空保安システムのあり方

考えられる施策

解決方法

ニーズ

１

考えられる施策

考えられる施策

高い安全性の確保 航空交通量増大への対応

業務の高質化

○ 安全管理システム（ＳＭＳ）の導入
○ 空港面の安全対策
○ 小型機の安全性向上
○ 航空管制の危機管理対応能力の向上

事故・重大インシデントの予防、大規模自然災害
発生時の危機管理能力の強化

○ 空域容量の拡大と有効利用
○ 交通の流れの円滑化
○ 最適な経路の提供

羽田の再拡張等による航空交通量の増大等に
対応するため、柔軟な空域運用・円滑な交通流を形成

考えられる施策

利便性の向上

○ 空港就航率の向上
○ 信頼性の高い航空情報の提供

考えられる施策

国際連携

○ 国際連携強化
○ 産学官連携の推進

○ 航空保安職員育成の強化
○ 航空保安業務の効率化



１ 高い安全性の確保

２



事後対応から事前予防対応へ

航空保安業務に安全管理システム（ＳＭＳ）を導入し、事前にリスクを予見し、対策・評価できる事前予防的
な体制を構築する。

航空保安業務においては、Ｈ２０年度より安全管理システム（SMS）
を４管制部、主要空港へ導入し、その後、全空港に展開する。

安全管理システム（ＳＭＳ）の導入

事前予防的な安全対策の実現

フィードバック
安全情報収集

※不具合事例報告を促進

する非懲罰的環境づくり

情報の共有化
A空港で発生したものはＢ空港でも発生する可能性

各航空官署

実施対策の監視 安全対策の立案

安全対策の実施

P

DC

A

安全管理
規程等

安全性の向上

最高責任者

全ての
現場職員

リスクの評価

リスクの評価
・リスクの発生確率 ・重大性

リスク低減の基本
・技術(Technology)
・教育・訓練(Training)
・規則・運用方式

(Regulation)

ハザード（危険因子）の特定

安全管理システム（SMS：Safety Management System）とは
安全に対する方針・目標を明確にし、目標達成のための
管理計画を立案・実施し、その状況を監視し、必要な措置を
講じていくという系統だった包括的な管理手法

国際民間航空機関（ICAO）が、以下の分野で
安全管理システム（SMS）を導入することを
標準化（2006年11月23日発効）
・航空機の運航と整備（ICAO第６付属書）

・航空保安業務（同第11付属書）
・飛行場運用（同第14付属書）

３



航空機の滑走路侵入トラブル（誤出発・誤進入等）の防止を図るため、大規模空港等の航空機動態監視能力を向上し、
管制官・パイロットが利用する各種支援システム（管制卓表示、灯火表示等）をＨ２１年度より段階的に充実強化する。

空港面移動の安全対策

▼ビル陰などレーダーの届かないエリアが存在
▼降雨により監視性能が劣化
▼航空機の識別用タグを管制官が手動で行う必要

受信局Ｃ 受信局Ｄ

受信局Ｂ受信局Ａ
モードＳ信

号

マルチラテレーション技術の利用

特長
・航空機からのモードＳ信号を各受信局で受信し、
航空機の正確な位置を特定可能

・航空機の自動タグ付けを可能とし、降雨の影響を

受けない

【現行の空港面探知レーダー】

空港面探知
レーダー

現羽田の表示例

着陸機が接近中に出発機または横
断機が滑走路に入った場合
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①

着陸

離陸

離陸

例）羽田再拡張における南風時の着陸
機と離陸機の交差やブラストの影響例

・利用頻度が高い経路の誘導路
中心線灯の高輝度化などを行う

B

経路識別

地上走行用灯火の整備

４

DEP1001
B763 SNE7  
16L 01

DEP1002
B744 MRSH7  
16L 02

DEP1003
A320 SNE7  
16L

Ａ

ARV3001
013 B74D

ハザードエリア
関係機に
注意喚起

ハザードエリア等考慮して出発機推奨離陸時刻を表
示し、航空機が近接する場合に管制官に注意喚起

着陸

【滑走路占有監視支援機能】

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R 注意喚起表示

Ａ
ARV2233
003 B74D1.0

B

経路識別

利用頻度が高い経路の
誘導路中心線灯の高輝
度化などを行う

【地上走行用灯火の整備】

イメージ図

イメージ図

ハザードエリア



操縦に起因する小型航空機事故の要因別発生割合
（１９９５－２００５）

操縦操作
81%

気象
16% 障害物

3%

小型飛行機やヘリコプター等の小型機の事故防止について、既存ストックの活用によるサービスの拡充及び自家用操
縦士の定期的な訓練実施の仕組み等について検討する。

小型機の安全性向上

既存ストックを活用して小型機の運航支援強化

自家用操縦士の技量維持
・非常操作に関する定期的な訓練実施の仕組みの整備検討

運航者
インターネット等

既存の
ＩＴＶ画像等

小型航空機事故原因別発生状況（１９９５－２００５）

操縦者
69%

整備不良
2%

機材故障
10%

その他
13%

不明
2%調査中

4%

現状

航空・鉄道事故調査委員会の
報告書を基に航空局調べ

操縦に起因する小型機事故の
要因別発生割合（H7年～H17年）

有視界
飛行機

子局
（既存の電信会社の

中継局サイト等を利用）

既存の広域対空送受信サイト
（親局）

低高度のブラインドエリア

ａ．低高度通信覆域の拡大

ｂ．峠・飛行ﾙｰﾄ上の気象状況等の運航者への提供検討（気象庁と連携）

通信会社の中継サイト等
に対空通信の子局を設置
し、ブラインドエリアに通信
サービスを提供

・小型航空機事故原因の約７割は操縦者に起因
・操縦者起因する事故の要因としては、操縦操作、気象悪
化の順

左のピークが見えた場合は
視程は最低３マイル。

視程不良

現況画像

小型航空機事故原因別発生状況（Ｈ７－H17年）

５

飛行前

飛行中
広域対空
援助局

既存の
自動気象観測装置等



４箇所の管制部、成田空港事務所（国際対空通信業務）、航空交通管理（ATM）センターが大規模自然災害等で被災し、長期間
機能停止となった場合に航空交通の安全と秩序を確保するため、システム開発評価・危機管理センター(SDECC)や他管制部に
被災官署の管制官等を移駐させ、危機管理卓等を使用して、管制業務を継続する。

現状の体制に加えて・・・

【備考】
ＲＤＰ（航空路レーダー情報処理システム）、ＯＤＰ（洋上管制データ表示システム）
ＦＤＭＳ（飛行情報管理システム）

評価用ＲＤＰ

評価用ＯＤＰ

評価用ＦＤＭＳ
SDECCの危機管理卓を使
用して、東京管制部等から
移駐した管制官等が管轄空
域の管制業務等を実施

システム開発評価・危機管理センター
（SDECC：大阪府池田市）

航空管制の危機管理対応能力の向上

札幌管制部
（北海道札幌市）

福岡管制部
（福岡県福岡市）

那覇管制部
（沖縄県那覇市）

洋上管制業務
の継続

航空路管制業務
の継続

国際対空通信業務
の継続

航空交通管理センター
（福岡県福岡市）

東京管制部
（埼玉県所沢市）

成田空港事務所

被 災

航空路管制業務等
の継続

危機管理対応範囲

Ｈ２４年度までに東京管制部以外の３管制部及び
航空交通管理センターの交通流制御等の機能も代替

本邦FIR全域の危機管理を確保

被 災
SDECC

※※ 管制部間相互管制部間相互

にも移駐にも移駐

現状

評価用システムを
危機管理に利用

SDECC：System Development , Evaluation 
and Contingency management 
Center

洋上管制業務
（航空交通管理センター）

航空路管制業務
（東京航空交通管制部） 国際対空通信業務

（成田空港事務所）

SDECC
航空交通管理

センター

《現状》

洋上管制業務
（航空交通管理センター）

航空路管制業務
（東京航空交通管制部） 国際対空通信業務

（成田空港事務所）

航空路管制業務
（札幌航空交通管制部）

SDECC
航空路管制業務

（福岡航空交通管制部）

航空路管制業務
（那覇航空交通管制部）

《将来》

６



２ 航空交通量増大への対応

７









次期管制システム導入による管制処理能力の向上

システム間を連携し、最適なヒューマンマシン・インター
フェースの提供、多様な管制支援機能の提供により、航
空管制官のワークロードを軽減し、管制処理能力を向上。

管制官を支援する次期管制システムを導入することにより、羽田再拡張等の空港整備による航空交通量の増大
等に対応した管制処理能力の向上等を図る（H20～H21年度）。

【現行管制システム】

到着順位等は管制官の
経験と技術により設定

運航票（紙）の配置、並び替え、指示事項
の記録は管制官が手作業で実施

次期管制卓システム

【主な機能 】レーダー情報の処理

次期レーダー情報処理システム
【主な機能 】レーダー情報の処理

運航票の配布作業及び記入作業の自動化
到着順位アドバイス、レーダー誘導コース
アドバイスの提供により、管制官を支援

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｃ

ＡＡ

ＢＢ

ＡＡ

Ｃ

【主な機能】 飛行計画情報
レーダー情報の表示、
対空通信

運航票の電子表示化
管制支援機能の例

羽田空港羽田空港

東京ターミナル空域

大
島

新
島

三宅島

浜松

ＪＡＬ１
１６０
Ｇ４５ ０１

ＡＮＡ００２
２１０
Ｇ４４ ０２

ＡＮＡ００３
２７０
Ｇ４２ ０３

ＪＡＬ０２３
２９０↓３１８
Ｇ４２ ０４

ＪＡＬ０３４
３３０
Ｇ４８ ０５

到着順位アドバイス

レーダー誘導コースアドバイス

羽田空港
ＪＡＬ１
１６０

Ｇ４５

０１

ＡＮＡ００２
２１０
Ｇ４４

ＡＮＡ００３
２７０
Ｇ４２

ＪＡＬ０２３
２９０↓３１８
Ｇ４２ ０４

ＪＡＬ０３４
３３０
Ｇ４８

０５

レーダー誘導コース
アドバイス

到着順位
アドバイス

新飛行情報管理システム
【主な機能】飛行計画情報等の処理

KCC RJTT KCC V28 
IWC TTE RJFF

S 446
03

10

350JAL1011
0859

B74B/H

0463

390

390

15 16

KCC RJTT KCC V28 
IWC TTE RJFF

S 446
03

10

350JAL1011
0859

B74B/H

0463

390

390

15 16

通過順に自動的
に並び替え

０２

０３

次期管制システム等の導入による管制処理能力の向上

11

将来的には管制システムへの空地データリンク
導入により処理能力の更なる向上を目指す



ATMセンター

外国出発機、本邦出発機共通の割り当て調整で経済
経路・高度の公平な分配を図る（H24年度～）

偏西風利用の経済経路

洋上入域機の高度割当てプログラム導入

本邦出発機（青）も経済
高度を取得

高度 AAR

TRACK RESERVATION

FL370

FL350

FL330

KAL

CCA

1000 1010 1020

JAL ANA

JAL

ANA

時 間

CCAAAR

CPA

洋上入域時に競合
しないよう公平な割当

洋上入域の一定時間前に
洋上管制承認を発出

洋上管理機能の高度化（国際・国内交通流の調和）

国際交通データ交換による交通流管理、悪天対応

米国

台湾

中国

韓国

ATMセンター

飛行情報区（FIR）入域予定航空機の飛
行計画、位置情報等を外国交通流管理機
関と相互に交換（H22年度～）

○交通流予測精度が向上
○交通の集中時や大規模悪天等のイ
レギュラー事態時に、外国出発機の
FIR入域時刻調整を行ったり、関係
航空会社に 運航状況等の情報を
提供

米国 の機関航空会社

データ交換によりFIR外側の

航空機位置等も把握
現状：FIR内の航空機

位置のみを把握

交通データ交換

韓国、中国、台湾等の機関 航空会社航空会社

交通データ交換

12



3000ft

羽田空港 成田空港

3000ft

東京管制部が管制を行う空域

12000ft～23000ft

百
里
空
域
（
自
衛
隊
）

10000ft～23000ft

14000ft～17000ft

横
田
空
域
（
米
軍
）

④

⑤

①

②

15000ft～18000ft
輻輳すると調整が多発

ターミナル
レーダー⑥

管制塔 ターミナル
レーダー

③

管制塔

（Ａ）羽田のレーダーを使って航空機の誘導を
行う空域

（Ｂ）成田のレーダーを使って航空機の誘導を
行う空域

一つのレーダー室に統合
（イメージ）

担当：①④東京管制部／②成田レーダー／③成田管制塔／
⑤羽田レーダー／⑥羽田管制塔

管制塔

管制塔から目視で航空機の発着を指示する
空域

管制塔から目視で航空機の発着を
指示する空域

管制塔

羽田再拡張に対応した関東空域再編

成田空港Ｂ滑走路北伸・羽田再拡張により増大する航空機を安全かつ
効率的に管制するため、羽田再拡張に合わせて、ターミナルレーダーを
羽田に統合し、Ａ＋Ｂの空域を一元的にレーダーで監視・誘導するもの
である。（なお、成田の管制塔には引き続き管制官を配置）

関東空域再編
イメージ図

13

百里空域

横田空域

北海道・東北方面欧州方面

韓国方面

西日本方面

西日本方面

アジア方面

北米方面

関西方面

羽田・成田統合空域

東京管制部・中間空域



在日米軍再編協議最終取りまとめ（平成18年５月）とその後の状況

○横田空域における民間航空機の運航の円滑化を図るため、米軍が進入管制を行う横田空域の削減を実施する。
→ 2006年10月27日に削減空域を特定した横田空域削減案に日米合意。2008年９月削減実施の予定。

○横田空域削減までの暫定的な措置として、米軍が使用していない場合に一時的に民航機に空域を使用させる。
→ 2006年９月28日から実施。

○横田空域の全面返還に関する条件を検討する。
→ 2009年度検討完了予定

１８，０００フィート１８，０００フィート

２３，０００フィート２３，０００フィート

２０，０００フィート２０，０００フィート

１３，０００フィート１３，０００フィート

現行中国・北部九州方面
（190便／日）

横田空域の東端
通過高度13,000フィート

関西方面
（50便／日）

横須賀周辺で高度
10,000フィートの水平
飛行が必要

南部九州・沖縄方面
（70便／日）

横田空域の東端
通過高度15,000
フィート

到着経路
出発機の上昇する
エリアを避けて進入

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート
１８，０００フィート１８，０００フィート

２３，０００フィート２３，０００フィート

２０，０００フィート２０，０００フィート

１３，０００フィート１３，０００フィート

現行中国・北部九州方面
（190便／日）

横田空域の東端
通過高度13,000フィート

関西方面
（50便／日）

横須賀周辺で高度
10,000フィートの水平
飛行が必要

南部九州・沖縄方面
（70便／日）

横田空域の東端
通過高度15,000
フィート

到着経路
出発機の上昇する
エリアを避けて進入

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート

中国・北部九州方面
（270便／日）

経路の複線化
横田空域の東端通過高度を
13,000フィートから9,000フィート
に変更関西方面

（70便／日）
継続的上昇により
効率的な運航となる
ルート

南部九州・沖縄方面
（100便／日）

横田空域の東端
通過高度を15,000
フィートから9,000
フィートに変更

到着経路
出発機の効率的運航により
経路短縮効果が期待

削減後
（羽田再拡張後）

１８，０００フィート１８，０００フィート

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート
１４，０００フィート１４，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート

８，０００フィート８，０００フィート

中国・北部九州方面
（270便／日）

経路の複線化
横田空域の東端通過高度を
13,000フィートから9,000フィート
に変更関西方面

（70便／日）
継続的上昇により
効率的な運航となる
ルート

南部九州・沖縄方面
（100便／日）

横田空域の東端
通過高度を15,000
フィートから9,000
フィートに変更

到着経路
出発機の効率的運航により
経路短縮効果が期待

削減後
（羽田再拡張後）

１８，０００フィート１８，０００フィート

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート
１４，０００フィート１４，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート

８，０００フィート８，０００フィート

横田空域の返還
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VOR/DME 測位・計算
VOR/DME

VOR/DME、ＧＰＳ等

VOR/DME等地上施設からの電波を受信し、
電波発信源に向けて飛行。

VOR/DME、GPS等からの信号をもとに自機位置を測位し、
計算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。

受動的な飛行 自律的な飛行

運航は、航法機器・地上施設に依存
［航法支援施設＝特定］

運航は、航法の性能（精度）に依存
［航法支援施設＝不特定］

技術革新

運航効率・就航率の向上、環境負荷軽減

空の交通にとって ・・・ 航空機にとって ・・・

増加する航空需要への対応

【RNAV】

【現在】 集中

交通流の円滑化

容量拡大と安全性向上

VOR/DME 複
線
化

西行き一方通行化

東行き一方通行化

VOR/DME

２．導入効果

１．ＲＮＡＶとは
RNAV（広域航法）による飛行原理と効果

飛行ルート設定時の
物理的制約が
大幅に緩和

＜従来の航法＞ ＜ＲＮＡＶ（広域航法）＞

ある一定の範囲

警報

ＲＮＰ航法

飛行時間・距離の短縮

従来RNAV

地上施設配置や地形による制約
が緩和され、進入ルート、運航
条件が改善される。

欠航・遅延の低減
地上無線施設上空での航空機の集中が解消される。

（RNP:Required Navigation Performance）

一定範囲を超えた場合にパイロットに警報を
出す機能を有するRNAV航法の一種

15



既に一部において　
ＲＮＡＶ経路の運用
を開始している。

今後、全国的に導入し、
航空路の再編を図る。双方向

北・東行き

南・西行き

VOR/DME
滑走路

［ターミナル部分］

VOR/DME

［進入部分］

［ターミナル部分］

［進入部分］

RNAV経路ネットワークの構築による最適経路の提供

今後の航空需要増等に対応するため、離陸から着陸までの全飛行フェーズにRNAV運航方式を導入展開し、
全国的なRNAV経路ネットワークを構築する。

VOR/DME

29,000フィート以上：RNAV経路

29,000フィート未満：VOR経路

スカイハイウェイ計画

■RNAVルートを全国展開（H24年度までに約150本）
■併存するVORルートとRNAVルートを
運用的に分離して管制運用することで、より円滑な交通流を形成

＜現状＞

運
用
的
に
分
離

（イメージ）

VOR/DME

VOR/DME

併

設

VOR/DME経路

ＲＮＡＶ経路

凡例

58本

VOR/DME

VOR/DME

併

設

VOR/DME経路

ＲＮＡＶ経路ＲＮＡＶ経路

凡例

58本
・VOR経路 ：約500本
・RNAV経路：60本

（H19年３月現在）

VOR経路とRNAV経路の
併設による交通集中の顕在化

⇒管制業務が複雑化

・Ｈ21年度末*までに、羽田発着等の主要路線を整備
・H24年度末までには、主な地方路線も整備

・Ｈ２１年度末*までに、羽田等主要空港
（空港監視レーダーが設置されている空港）に整備

・Ｈ２４年度末までには、主な地方空港
にも整備

空港周辺 航空路

■ 現在のＲＮＡＶ経路チャート

※検討中

到着経路

最終進入

RNAV経路
従来の経路

◆経路短縮 ◆空域の容量拡大
◆円滑な交通流の形成 ◆就航率の向上

現在、一部空港に導入を開始

■現在のRNAV経路チャート

16

60本

＊印；羽田新滑走路の供用開始予定時期見直しを受け、現在、調整中。



（ＭＴＳＡＴ覆域図）

平成１７年２月 新１号機を打ち上げ

平成１８年２月 新２号機を打ち上げ

平成１８年７月

新１号機による衛星通信サービス開始

※ 新２号機による衛星通信サービス及び
ＭＳＡＳサービスの開始については
平成19年前半を予定

①通信機能：衛星データリンクによる管制官とパ
イロットの直接通信

②航法機能：衛星による全地球的航法

③監視機能：自動的に航空機から伝送される位
置情報により監視

°

°

°

°160°1 60°°

M TS A T覆 域 図

°

°

°

°160°1 60°°

M TS A T覆 域 図

°

°

°

°160°1 60°°

M TS A T覆 域 図

【衛星導入前】 【衛星導入後】

ＨＦ通信（音声）

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

１．航空機の安全運航の確保を最優先としつつ、洋上空域における管制間隔の短縮を実現

２．地上の無線施設を利用した航法から、ＧＰＳ等の衛星を利用した航法への移行

洋上管制間隔

縦間隔

横間隔

導入前 導入後（１機体制） H18.7～

１２０海里

５０海里

５０海里

５０海里

短縮

導入後（２機体制以降順次）

３０海里

３０海里

短縮

短縮

【衛星導入前】 【衛星導入後】

VOR/DME

方位・距離情報

方位・距離情報

慣性航法

VOR/DME
VOR/DME

方位・距離情報

衛星を活用した通信、航法、監視機能の強化により、航空機の安全性の確保、洋上空
域の容量増大による最適経路の提供、離島等の就航率向上を図る。

RNAV(GNSS)経路

運輸多目的衛星（MTSAT）によるサービスの提供

３．航空衛星システムに関する最新の国際的動向、技術動向等を踏まえながら、
より効率的な航空衛星システムのあり方について検討する。 17

MTSAT

GPS

地上施設に依存しない自由な経
路設定による経路短縮効果

GPSＶＯＲ／ＤＭＥ同等
以上の就航率
向上効果

従来型経路

H19から順次経路設定



３ 利用者利便性の向上
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航空機は雲や霧、滑走路状態、風・台風等の気象の影響を受けやすく、欠航やダイバートの要因となっている。主な空
港にはこれまで計器着陸装置等の整備を進めてきたが、空港・滑走路によっては地理的制約や費用対効果等のため十分
な整備や対策が施されず、利用者の利便性確保のため就航率の向上が求められている。

我が国の就航率の現状

19

年平均就航率と自空港気象による欠航要因

90

92

94

96

98

100

神

津
島
空
港

※

新

島
空
港
※

波
照
間
空
港

※

大
島
空
港

壱
岐
空
港

八
丈
島
空
港

※

新

種

子
島
空
港

※

佐

渡
空
港
※

粟

国
空
港
※

稚

内
空
港
※

新
多
良
間
空
港

※

与
那

国
空
港

※

利

尻
空
港

松
本
空
港

北
大
東
空
港

※

福
江
空
港

沖
永
良
部
空
港

奥

尻
空
港

長
崎
空
港
※

南

大
東
空
港

※

関
西

国
際
空
港

※

石
垣
空
港
※

対
馬
空
港
※

丘
珠
空
港

青

森
空
港

中
標
津
空
港

※

与
論
空
港

隠
岐
空
港
※

屋
久

島
空
港

徳
之

島
空
港

鳥

取
空
港

大
館
能

代
空
港

※

中
部

国
際
空
港

※

花
巻
空
港
※

鹿
児

島
空
港

※

成
田

国
際
空
港

※

帯

広
空
港
※

新

千
歳
空
港

※

新

潟
空
港

宮
古
空
港

女
満
別
空
港

山
形
空
港
※

富

山
空
港

久

米
島
空
港

熊

本
空
港
※

南

紀
白
浜
空
港

釧
路
空
港

奄
美
空
港

福
岡
空
港
※

広

島
空
港
※

山
口
宇
部
空
港

那
覇
空
港

喜
界
空
港

庄

内
空
港
※

函
館
空
港

秋
田
空
港
※

東
京

国
際
空
港

※

出

雲
空
港

旭

川
空
港
※

紋
別
空
港
※

福
島
空
港

美

保
空
港

小
松
空
港
※

仙
台
空
港

宮
崎
空
港

新

北
九

州
空
港

※

高
松
空
港

岡
山
空
港

佐

賀
空
港

能
登
空
港
※

高

知
空
港

大
阪

国
際
空
港

神
戸
空
港
※

大
分
空
港

松

山
空
港

石
見
空
港

空
港
就
航
率
（
％
）

台風

風（台風以外）

滑走路状態

視程

年間就航率

全空港平均（３年間平均）：９６．９％

※成田、中部、稚内、函館、仙台、福岡、宮崎、那覇、福島、能登、佐賀、利尻、新多良間空港のデータ数は３年未満。新北九州、神戸、隠岐、新種子島は一年未満。

台風
7%

風
6%

滑走路状態
1%

視程
24%

機材繰り、機材
故障等
62%

※中部空港については、年間就航率のみをグラフ化



滑走路を
長くする

追い風制限
の緩和

着陸機会の
増加

冬季の追い風

追い風着陸
条件に余裕

追い風でもILS
で着陸可能

追い風着陸
条件が厳しい

ILS
電波

滑走路延長による就航率改善のイメージ

滑走路を
長くする

追い風制限
の緩和

着陸機会の
増加

冬季の追い風

追い風着陸
条件に余裕

追い風でもILS
で着陸可能

追い風着陸
条件が厳しい

ILS
電波

滑走路延長による就航率改善のイメージ

欠航要因に基づき、計器着陸装置(ＩＬＳ)の高カテゴリー化や双方向化、ＲＮＡＶの導入、除雪体制の強化、滑走路改良
等適切な対策を実施し、羽田等の拠点空港を中心にその他の地方空港、離島空港の欠航率を削減する（H20～24年度）。

空港就航率の改善

CATⅢaの
場合

決心高0m
滑走路視距離50m

進入灯 滑走路灯火 滑 走 路

約300メートル

CAT-Ⅰ

CAT-Ⅱ

CAT-Ⅲ

決心高30m
滑走路視距離350m

決心高60m
滑走路視距離550m

高カテゴリーのILSほど着陸を決心する高度が低く設定できるため
雲・霧等でも着陸できる機会が増す。

決心高の地点で雲・霧等で滑走路
・灯火が見えなければ進入復行

CATⅢの場合に航空機
が精密な高度を測定
するために必要な用地。

地形的制約や費用対効果等で高カテゴリー化ができない滑走路
において、埋め込み強化型灯火を活用して、CATⅢ化を実現。

滑走路の末端を高度測定
用地として使用することで
数十億の用地整備費が不要

ＲＮＡＶの活用により、新たな地上施設を整備することなく着陸
を判断する高度を従来型より低く設定。

短縮型CAT-Ⅲの活用

衛星航法によるRNAVの活用

従来型より経路設定区域が
小さいなど、障害物をうまく

回避して最低高度を下げる効果

ILSの高カテゴリー化の推進

除雪体制強化 滑走路改良

300m

60m

着陸重量制限を緩和し、滑走路雪
氷時の着陸機会を増大。
また、追い風制限緩和により
ILS進入等の機会も増す。

除雪作業時間短縮により滑
走路閉鎖時間を短縮し、積
雪地空港におけるダイバート
等を減少。

車両１台あたりの除雪幅拡大に
よる作業速度の向上

1600m以下

障害物

VOR/DME

滑走路

VO
R最

終進入区域

RNAV(GNSS)最終進入区域
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航空情報提供サービスの高度化

利用者等による航空情報の加工時のミス等を防止し、安全性及び利便性を向上するため、電子化された高品質な航空情
報を提供する。同時に提供する情報範囲の拡大を行い、情報の生成から利用までの一貫した品質保証管理体制を構築す
る。

情報の電子化による効果
○入力ミスなどの発生防止
○ユーザー・フレンドリーなグラフィック表示
○関連情報の容易な照合

各国共通仕様に
よるデータ交換

航空会社等

管制機関
空港管理者等

データベース化

飛行場

その他

気象

品質管理システム（ISO9001準拠）の導入

自家用・事業用
操縦士等

オ
ン
ラ
イ
ン
提
供

機上装置

？？

航空路

飛行方式

(0001/06 NOTAMN
Q)RJJJ/QMRLC//M/A/000/999/
A)RJTT B)0701151700 C)0701152000
E)RWY 04/22-CLSD DUE TO MAINT)

外国航空情報
業務機関

航空情報（AIS）センター※

航空灯火

航空機の運航に必要不可欠な情報を紙やテキスト（文字）
で提供しており、品質・利用面に課題がある

緊急的に周知を図る必
要がある情報（滑走路
閉鎖等）

航空局が提供
する航空情報

どれが
閉鎖中？

テキスト（文字）のため
イメージしづらい

緊急的な情報につ
いては…

照
合

関連する航空情報（AIP等）

の照合に時間を要する

膨大な航空情報

現状

運航者等

無線施設

情報受領

情報の一元的
電子化・編集管理

航空路誌（ＡＩＰ）等
飛行場、航空保安施設等

の基本情報とその変更等

ノータム（NOTAM）

データベース化

情報の電子化
（H19年度から順次）

・電子AIP（e-AIP）
・グラフィック・ノータム
・電子地形・障害物データ
・電子航空チャート
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（将来）各運航者、機上装置製造者等

航空図設計者等

作業負荷・加
工ミス発生の

可能性

利用者による航空情報の手入力

一貫した品質保証
管理体制の構築

※H19年度業務開始



４ 国際連携
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豪州

香港

我が国の管轄エリア

米国

ＡＳＥＡＮ
諸国

中国

日本

欧州

ロシア

台湾

フィリピン

交通量が急増しているアジア・太平洋地域での安全で円滑な航空交通の実現のため、ＩＣＡＯ、欧米・アジア諸国との連
携関係を強化する。また、アジア全体の安全性・効率性向上のため、アジア諸国の人材育成・教育支援等に取り組む。

国際民間航空機関
（ICAO）

国際連携の強化

増大する太平洋ルート等の交通量に対応するた
め、短中長期的な課題解決のための協力促進
・日米間における国際交通管理の構築
・日米間の将来の航空保安システムの調和

東アジア路線の空域容量拡大・管制方式向上を図るた
め、・韓国、中国、台湾との専門家会合の定例的開催

アジア全体の航空交通の安全性・効率性の向上のため、新技
術の導入支援、人材育成・教育支援等。
・日ＡＳＥＡＮプロジェクトのフォローアップ
・航空保安大学校を活用した人材育成、教育支援、人材派遣

航空保安大学にアジアの管制官等
の受入訓練等を実施（計画）

ＩＣＡＯ等と連携して、新しい技術や
方式導入に先導的に取り組み、グ
ローバルでシームレスな航空交通
の実現をリード。

韓国
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将来の航空交通システム構築に向けた世界の取り組み

国際民間航空機関

米国（NGATS)

2025年頃の航空交通（現在の2倍を予測）に対応
する航空交通システムのあり方を検討するため、
米国大統領と議会の指示により、2004年に連邦航
空局（FAA)、航空宇宙局（NASA）、国防省、国土
安全保障省等の７つの省庁により共同組織を設立。

共同組織では、産学官連携した検討を進めるため、
ボーイングなどの航空機製造会社、航空会社など
の産業界からも約200名が参加

航空機の監視能力や管制間隔短縮実現等のための
先進的な監視システム（ADS-B）、RNP、衛星航法、
広域情報管理等の開発・導入などの検討を実施

2009年頃までに将来像を策定予定

欧州（SESAR)

2020年の欧州の交通量（現在の２倍を予測）に対応
するため、欧州委員会、ﾕｰﾛｺﾝﾄﾛｰﾙなどの政府・管
制機関（37ヶ国）、並びにエアバスなどの産業界
（約30社）が連携して、欧州の航空交通システムの
あり方を検討する一大プロジェクト。

高度な航空交通管理、データ通信技術、航空機状況
認識技術（ASAS)などの研究開発・導入などを検討

2008年頃までに将来像（ATMﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ）を定義する
予定

NGATS: Next Generation Air Transportation System SESAR: Single European Sky ATM Research

国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）では、約２０年後の航空交通管理（ATM)の
コンセプトやこれを実現するための通信・航法・監視（CNS)技術などの航
空交通システムのあり方について、各国の意見等を踏まえて現在検討中。

ＩＣＡＯ: １９４４年に国際民間航空条約のもと設立。国連の民間航空分野の機関として、１８９ヶ国が加盟している。

航空機の安全性、航空保安業務、飛行場業務などの国際基準等を策定している。

各国の対応
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日本も緊密に連携

昨年１０月に
協力覚書締結

定期的な
情報交換を実施



将来の航空交通システム構築のための産学官連携強化

将来の航空交通システム構築のため、航空会社・航空機製造メーカー・大学・電子航法研究所等と産学官連携して、新
しい技術や方式等について調査、研究開発、試験評価を積極的に推進する。

管制システムの高度化
放送型自動位置情報伝送機能
（ADS-B)

航空機間の状況認識向上
（ＡＳＡＳ）

航空機の位置、旋回等詳
細な動きを監視

空地データリンク（CPDLC) RNP
（Required Navigation Performance）

航法システムの高度化
衛星航法を用いた着陸システム(GBAS)

精密なスケジュール管理に基づく
高度な航空交通管制

４次元管制システムによる容量の増大

広域情報管理システム（SWIM）

管制通信
安全情報伝送

〔地上ネットワーク〕〔〔地上ネットワーク地上ネットワーク〕〕

データリンク

GBAS
機上装置

GBAS地上装
置

〔ＧＢＡＳ〕

空港面安全の対策

誤出発
防止

滑走路状態表示灯システム
（ＲＷＳＬ）

滑走路上の異物監視
／鳥防除システム

空域容量の拡大、
衝突予測性の向上

ヒューマンエラーの防止、
管制官、パイロットの負荷軽減

滑走路

障害物標

曲線進入が可能

経路幅減少

就航率向上

ヒューマンエラーの防止
による事故防止

ASM

OTG

FIHS

ODP

DLCS

FDMS
AMHS

TRAD

RDP

MLAT

ATFM

CDM

SWSW
IMIM

データ共有
セキュリティ
拡張性
SWIM：System Wide Information Management

４次元的（時間、通過点）な管理に
よる円滑な交通流の形成
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2025年頃の航空交通システムのイメージ

国内高々度 洋上空域

円滑な国際交通流管理の実現

混雑空域

航空会社運航者

海外管制機関

協調的意志決定
（CDM)

管制機関
航空機相互間での

ADS-B監視

ADS-B等を活用した

空港面管制強化

ターミナル

非混雑空域 (VFR)

高速CPDLC, ADS-B
コンフリクト探査ツール

ターミナル ADS-B、FIS-B等
による安全性向上

航空交通管理機関
（ATM）

RNP/RNAV 導入による経路の複々線化、短縮化

SBAS／GBASによる

効率的な精密進入

航空機の詳細な
動態情報監視

交通量に応じて、より柔軟な経路の
飛行を実現

４次元交通管理の導入
（出発・通過時刻等の精密管理）

衛星通信衛星航法

ﾓｰﾄﾞS／ADS-B

協働による円滑な
交通流形成
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RNP導入による経路の複々線化、短縮化

航空交通管理センター
（ATM)



５ 航空保安業務の高質化
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航空交通量は増加

要員は横ばい

高い安全性を確保するための体制の構築

・高い安全性を確保しながら交通量の増大に対応するためには、新技術の導入等により航空保安業務
の効率性の向上を図りつつ、必要な人員を確保する必要。

・また、航空保安システムの高度化等を踏まえ、人材育成の充実強化を図る必要。

必要な人員の確保

航空保安業務の
効率性の向上

航空保安職員の
育成の強化

例） システムの運用管理

例） 航空保安大学校

管
制

官
等

数
（
人
）

年間飛行回数と管制官等数

予測値

実績値
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航空保安職員育成の強化

将来の交通量増大に対応した次期管制システムなど、航空保安システムはますます高度化しており、また安全管理
システムの導入など新しい技術や方式に対応するための効率的な教育訓練の実施が求められているため、カリキュ
ラムの見直しや質の充実を図る等、航空保安大学校を活用した航空保安職員育成の強化を図る。

【現行の職員育成システム】

・訓練機器の老朽化

・航空保安システムの高度化・複雑化

に対応していない

・安全管理に関する基礎教育が不足

羽田空港羽田空港

東京ターミナル空域

大
島

新
島

三宅島

浜松

ＪＡＬ１
１６０
Ｇ４５ ０１

ＡＮＡ００２

２１０
Ｇ４４ ０２

ＡＮＡ００３

２７０
Ｇ４２ ０３

ＪＡＬ０２３

２９０↓３１８

Ｇ４２ ０４

ＪＡＬ０３４

３３０
Ｇ４８ ０５

到着順位アドバイス

レーダー誘導コースアドバイス

ＪＡＬ１
１６０

Ｇ４５

０１

ＡＮＡ００２

２１０
Ｇ４４

ＡＮＡ００３

２７０
Ｇ４２

ＪＡＬ０２３

２９０↓３１８

Ｇ４２ ０４

ＪＡＬ０３４

３３０
Ｇ４８ ０５

０２

０３

次期管制卓システム

航空保安大学校を活用した職員育成の強化

航空保安大学校本校
H20年４月に大阪府泉佐野市に移転予定

最新の訓練機器の導入
による教育訓練の高度化、
システム関連教育の充実

安全管理システム（SMS)
構築のための安全管理

担当者育成コース等の新設

現航空保安大学校（羽田）の訓練状況

アジア全体の安全性・効
率性の向上のため航空
保安大学を活用した人材
育成、教育支援、人材派
遣の実施

システム関連教育の
充実

ＳＭＳへの対応 e-ラーニングの活用

最新の技術や方式等に
対応するため効率的な
訓練の実施

実施対策
の監視

安全対策
の立案

安全対策の
実施

リスクの評価

安全管理
システム

e-ラーニング
各官署各官署

・保安大本校
・岩沼研修
センター

教官

アジア全体の
人材育成に貢献

高等教育機関等
との連携

保安大

高等教育機関・研究機
関や産業界・航空関係
者等との連携

高等教育機関・
研究機関

産業界・
航空関係者
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航空保安大学校
岩沼研修センター



航空官署における航空保安職員の育成

空港等の航空官署において、ＯＪＴ（On the Job 
Training）を実施するなど日頃から専門的かつ高
度な知識及び技術の取得に努めている。

30

○ 海外搭乗訓練
→国際線航空機の操縦室内で、管制通信の聴取。目的地においては、
管制機関等を視察して意見交換を実施

○ 海外研修機関における研修コースへの参加
→諸外国の研修機関において、ヒューマン・ファクター等に係る先進
の専門的知識を習得。

主な派遣先：ユーロコントロールＩＡＮＳ（ルクセンブルク）
ＦＡＡアカデミー（米国）

受講コース：ＴＲＭ指導者コース、ＯＪＴインストラクターコース等

○ 人事院短期在外派遣制度を活用した調査・研究活動
→当該制度を利用し、ますます国際化する業務に対応し得る専門的
知識・技能を修得。（派遣先の例：英国、米国）

・チームワークやコミュニケーションに係る個人の意識や技術を高め
ることで、チームとしての能力を向上し、ヒューマンエラーを防止。

シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー
訓
練

事
例
研
究

※エアラインのCRM（Cockpit resource management）に相当

○ 搭乗訓練

管制通信の聴取、航空機の運航
に係る知識習得等により、日々の
業務の糧とする。

○ 技術交流会

管制官とパイロットとの間の相
互理解を深め、お互いの意思
疎通を円滑化する。

職場での訓練（ＯＪＴ）の実施

海外訓練等チーム・リソース・マネージメント（ＴＲＭ）の自発的取り組み

エアラインとの交流会の実施



航空保安業務の効率性の向上（その１）

・安心・安全の確保とユーザーニーズへの対応を図りつつ、各業務について拠点官署への統合化や民間委託化を拡大
する等、業務の一層の効率化を推進する。

・特に、航空保安無線施設等への新技術の導入及び現行の航空保安無線施設の縮退を円滑に進めるとともに、整備・
維持管理コスト縮減のため、システム運用管理及び技術管理体制を強化する。

更
な
る

減
量
効
率
化

【システム運用管理センター（仮称）】 （平成２０～２３年度整備）

ブロック拠点として８空港へ整備

平成２０年度 ：大阪・福岡
平成２１年度 ：新千歳・東京
平成２２年度 ：鹿児島・那覇
平成２３年度 ：仙台・中部

航空保安無線施設等の保守

○機器の信頼性が向上

○保守情報処理システム導入・機器の自動計測化
による保守の効率化

○保守業務民間委託による効率化 高機能化を図った運用・信頼性管理システ
ムの導入による広域管理体制への移行

【技術管理センター（仮称）】 （平成２３年度組織発足）

○航空管制技術業務効率化の推進
○民間委託の拡大

○一貫したライフサイクル管理体制の充実
○技術管理支援体制の構築

○導入評価を踏まえ、航空保安無線施
設等の調達仕様の作成並びに円滑な
導入サポート

○航空保安業務の品質の維持

新技術への対応
航空保安無線施設は新技術＊への移行期であり、導
入にあたってはその評価を適切に実施しなければな
らない。

＊ADS-B、新型レーダー（モードS)、データリンク、
衛星航法システムなどの新技術を言う。

新
技
術
へ
の

円
滑
な
移
行

機器の信頼性向上 保守業務の効率化

航空管制技術業務の現状
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航空機の広域航法（ＲＮＡＶ）及び衛星航法（ＧＮＳＳ）
など新しい航法に移行するに伴い段階的に廃止

次世代航空保安システムへの移行に伴う現行の航空保安無線施設の段階的縮退

NDB（無指向性無線標識施設）

・Ｈ１３～１８年で全国
６５局のうち２６局廃止

・１９年～ 段階的に廃止
予定

VOR（全方向式無線標識）

・ＲＮＡＶ等の進捗状況
を踏まえ、Ｈ３５年度ま
でに概ね全国のVOR
を半減する。

一次監視レーダー

SSRモードSの導入に合わせて、航空路
用の一次監視レーダーを段階的に廃止

・H１５～H１８

全国１２カ所のうち４局廃止
・H１９～

残りを段階的に廃止予定



電力会社電力会社

手動手動
切替盤切替盤

手動手動
切替盤切替盤

手動手動
切替盤切替盤

電源設備の技術開発の進展、電力を消費する航空保安用施設・機器の省エネ化、小出力化等を踏まえた更なるリスク
分散を図った信頼性が高くかつ経済的な航空保安用電源システムについて検討する。

◆電源設備の信頼性向上による、航空保安システム運用の継続性向上

航空保安業務の効率性の向上（その２）

リスク分散を図った信頼性
の高い航空保安用電源シス
テムを構築

【主な改善点】

①省エネ型機器の導入

②無停電電源装置
：集中型→分散型

③切替器：運用の継続

予備発電機予備発電機

受配電設備

新ＡＲＴＳ新ＡＲＴＳ
／ＴＲＡＤ／ＴＲＡＤ

ＳＳＲＳＳＲ ＡＳＤＥＡＳＤＥ

各各 種種 シシ スス テテ ムム

自動自動
切替器切替器

電力会社電力会社

自動自動
切替器切替器

自動自動
切替器切替器

分散型無停電電源装置（ＵＰＳ）

分散・小型化

現状の電源設備

UPS：Uninterruptible Power Supply
（分散型無停電電源装置）
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受配電設備

・全ての施設の消費
電力をまかなう大容
量な設備が必要。
・システム追加等の
対応に難

無停電電源装置（CVCF）

電源系統切り替える
度に航空保安施設
を停止する必要あり

CVCF：Constant Voltage Constant Frequency 
（無停電電源装置）

切替装置と各種シス
テムの間に無停電
電源装置を配置する
ことでシステムの運
用を継続

省エネ型機材の導入



これまでの航空保安業務の効率化（参考）

・航空保安無線施設等の保守業務は、
H11年度より、国の適切な指示監督の
下、委託対象施設の拡大による民間
委託を推進

保守業務の民間委託

Ｈ１１～１３年度 対空通信施設、ＮＤＢを対象
Ｈ１３年度～ ＩＬＳ、ＶＯＲ／ＤＭＥ、レーダーを対象

・管制通信業務及び管制情報

業務の一体化に合わせ、H13

～16年度に、全国８飛行援助

センターに統合

業務の拠点官署への統合

飛行援助センター（新千歳、仙台、
東京、中部、大阪、福岡、鹿児島、
那覇）

飛行援助センター

ブロック管理官署（新千歳、羽田、
大阪、福岡、那覇）

管制業務体制

・H16年度より24時間運用官署に新勤務体制を導入することにより、交通量等に応じた合理的な要員配置を実施
・H20年度以降、新管制卓を導入し、サービスを低下させることなく管制業務の効率化を図ることにより、要員を合理化

する

・航空灯火・電気施設の管
理業務をＨ１７～１９年度
に５拠点空港に統合予定
・要員の再配置・業務の再
構築を実施
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航空保安システムのあり方に関する今後の方向

○安全管理システム等の導入によりシステマティックに安全対策
を強化。

○将来の交通需要の増加に対応するため、空域・航空路の再編、
交通管理機能（ＡＴＭ）を強化。

○広域航法（ＲＮＡＶ）、衛星航法等の新技術を導入して、その
効用を生かして安全性、効率的な管制サービスを提供。

○更には、長期的な課題に向けて官民連携して研究・技術開発を
積極的に実施。

○業務の効率化を図りつつ、必要な人員を確保し、航空保安職員
の更なる技量の向上を図る。
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